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株式会社ジュピターテレコム 

（コード番号: 4817 JASDAQ） 

 

組織改正と人事異動のお知らせ 
 

株式会社ジュピターテレコム（J:COM、本社：東京都千代田区、代表取締役社長：森 修一）は、2013年1月1日

付けで、以下の組織改正及び人事異動を実施しましたのでお知らせします。 

 

1. 組織改正について 
 

1）局長制度の変更およびブロックの再編 
 

J:COM グループ各局における営業局・業務局制度を廃止し、権限を局長に集約することで現場力のさらなる強

化を図ります。これにより、各局の意思決定をより迅速に行います。 
 

また、全国のサービスエリアを一定の規模に分け複数局を統括運営する「ブロック」制度*において、関東の5ブ

ロックを、所管局数の平準化と最適な人員配置を実施するため 4 ブロックに再編しました。*当社は J:COM グループ

全体の本部機能を担うジュピターテレコムの直轄組織として、「ブロック制」を 2010 年 4 月から導入しています。 

 

【関東エリア ブロック再編】 

＜改正前＞              ＜改正後＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※関東南ブロック（旧）の所管局を東京ブロックと湘南ブロックに編入し、湘南ブロックは関東南ブロック（新）に名称

変更 

 

 

2）ケーブル TV 事業部門技術サポート本部の強化 
 

営業と技術の連携を強化するため、技術サポート本部内に「技術オペレーション企画部」を新設しました。 

 

【技術サポート本部 組織改正】 
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3）ケーブル TV 事業部門コミュニティチャンネル本部の機能拡大 

 

メディア事業部門広告営業本部の傘下にあった「ケーブルメディア営業部」を、ケーブル TV 事業部門コミュニテ

ィチャンネル本部へ移管し、「J:COM メディア広告営業部」に名称を変更しました。コミュニティチャンネル等の

自社媒体の広告営業と媒体の編成・制作を同一本部に置くことで、ブロック・局とのさらなる連携体制を構築し、

広告営業の業務効率化と広告売上の拡大を図ります。 

 

【コミュニティチャンネル本部 組織改正】 

＜改正前＞  

                              

 

 

 

 

 

 

 

＜改正後＞ 

 

 

 

 

 

 

 

4）メディア事業部門メディア戦略本部内の組織改正 

 

メディア事業部門メディア戦略本部において、戦略立案力と各施策の推進力の強化を目的とし、機能の再編を

行いました。「メディアコミュニケーション戦略部」は「メディア事業企画部」に名称を変更し、部門全体の戦略立

案や新規事業・サービス企画開発、社外協業の立案推進機能等を担います。「メディア事業統括部」は連結・出

資チャンネルの経営・管理等、統括業務に機能を特化します。 

 

【メディア戦略本部 組織改正】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メディア事業部門 メディア戦略本部 メディア事業統括部

メディア事業企画部

名称変更部署 

ケーブル TV 事業部門 コミュニティチャンネル本部 コミュニティチャンネル部 

メディア事業部門 広告営業本部 衛星メディア営業部 

ケーブルメディア営業部 

ケーブル TV 事業部門 コミュニティチャンネル本部 コミュニティチャンネル部 

J:COM メディア広告営業部

メディア事業部門 広告営業本部 衛星メディア営業部 

移管・名称変更部署 



2. 人事異動について ※社名のないものは㈱ジュピターテレコムの役職です。 
 
※ 2013年1月1日付けで、吹田ケーブルテレビジョン㈱、高槻ケーブルネットワーク㈱、東大阪ケーブルテレビ㈱、

豊中・池田ケーブルネット㈱、㈱ケーブルネット神戸芦屋は㈱ジェイコムウエストに統合しました。 
 

氏名 新職 （2013 年 1 月 1 日付） 旧職 

中井 芳紀 

取締役 ケーブル TV 事業部門長補佐 

兼 関西本部長 

兼 関西本部 管理統括部長 

兼 ㈱ジェイコムウエスト 代表取締役社長 

取締役 ケーブル TV 事業部門長補佐 

兼 関西本部長 

兼 関西本部 管理統括部長 

兼 ㈱ジェイコムウエスト 代表取締役社長 

兼 吹田ケーブルテレビジョン㈱ 代表取締役社長 

兼 高槻ケーブルネットワーク㈱ 代表取締役社長

兼 東大阪ケーブルテレビ㈱ 代表取締役社長 

兼 豊中・池田ケーブルネット㈱ 代表取締役社長 

小竹 完治 
理事 営業本部長 兼 営業推進部長 

兼 法人営業部長 
理事 営業本部長 兼 法人営業部長 

三原 健 

理事 技術サポート本部 技術オペレーション企画部長

兼 ㈱テクノロジーネットワークス 取締役  

東日本事業本部長 兼 九州事業本部長 

理事 ㈱テクノロジーネットワークス 取締役  

東日本事業本部長 

小早川 浩 理事 メディア戦略本部長 兼 メディア事業企画部長 理事 メディア戦略本部長 

渡部 弘之 営業本部 副本部長 
関東南ブロック長 

兼 ㈱ジェイコムイースト 相模原・大和局長 

千田 貞文 関西本部 副本部長 営業本部 副本部長 兼 営業推進部長 

森田 昌克 
兵庫ブロック長  

兼 関西北ブロック長 

兵庫ブロック長 兼 関西北ブロック長  

兼 ㈱ケーブルネット神戸芦屋 代表取締役社長  

兼 ㈱ケーブルネット神戸芦屋 神戸芦屋局長  

兼 ㈱ケーブルネット神戸芦屋 神戸三木局長 

兼 高槻ケーブルネットワーク㈱ 局長 

竹之内 剛 メディア戦略本部 副本部長 
メディア戦略本部 副本部長 

兼 メディアコミュニケーション戦略部長 

 
 
2013年1月1日付けで新たに着任する局長は以下の通りです。 

※局長の権限強化に伴い、今後は局長人事についても重要人事として発表いたします。 
 

氏名 新職 （2013 年 1 月 1 日付） 旧職 

鷲巣 功 ㈱ジェイコムイースト 西東京局長 ㈱ジェイコムイースト 西東京局 副局長 

海老沢 孝一 ㈱ジェイコムイースト 板橋局長 ㈱ジェイコムイースト 板橋局 副局長 

勝部 八郎 ㈱ジェイコムイースト 相模原・大和局長 ㈱ジェイコムイースト 相模原・大和局 副局長 

平岩 光現 ㈱ジェイコムイースト 東関東局長 ㈱ジェイコム湘南 湘南局長 

関口 徹 ㈱ジェイコムイースト 群馬局長 ㈱ジェイコムイースト 群馬局 副局長 

菅野 広和 ㈱ジェイコムイースト かながわセントラル局長 ㈱ジェイコムイースト 東関東局長  

野中 範郎 ㈱ジェイコムイースト 横浜テレビ局長 ㈱ジェイコムイースト 横浜テレビ局 副局長 

植田 和宏 ㈱ジェイコムイースト 仙台キャベツ局長 ㈱ジェイコムさいたま さいたま北局長 

荒木 節夫 ㈱ジェイコム東京 東エリア局長 ㈱ジュピターテレコム 東京ブロック 営業統括部長 

葛西 昭人 ㈱ジェイコム東京 西エリア局長 ㈱ジュピターテレコム 東京ブロック 担当部長 



氏名 新職 （2013 年 1 月 1 日付） 旧職 

岩本 好正 ㈱ジェイコム湘南 湘南局長 ㈱ジェイコムイースト 仙台キャベツ局長  

寺尾 弘一 ㈱ジェイコム湘南 横須賀局長 ㈱ジェイコム湘南 湘南局 業務局長 

橋本 祐一 ㈱ジェイコムさいたま さいたま北局長 ㈱ジュピターテレコム 関東東ブロック 営業統括部長 

越路 武史 ㈱ジェイコム千葉 八千代局長 ㈱ジェイコム千葉 八千代局 副局長 

堀口 秀司 ㈱ジェイコムウエスト かわち局長 ㈱ジェイコムウエスト 堺局長 

飯伏 正実 ㈱ジェイコムウエスト 和歌山局長 ㈱ジュピターテレコム 兵庫ブロック 営業統括部長 

原 清 

㈱ジュピターテレコム 関西南ブロック長  

兼 ㈱ジェイコムウエスト 堺局長 

兼 ㈱ジェイコムウエスト 大阪局長 

㈱ジュピターテレコム 関西南ブロック長 

牧野 克好 ㈱ジェイコムウエスト 北河内局長 ㈱ジェイコム東京 東エリア局長 

吉川 行成 ㈱ジェイコムウエスト 神戸芦屋局長 ㈱ケーブルネット神戸芦屋 神戸芦屋局 副局長 

植田 展生 ㈱ジェイコムウエスト 神戸三木局長 ㈱テクノロジーネットワークス 九州事業本部長 

柳田 聡 ㈱ジェイコムウエスト 高槻局長 ㈱ジュピターテレコム ショップ・情報営業推進部 担当部長

脇阪 博人 ㈱ジェイコムウエスト 東大阪局長 ㈱ジュピターテレコム 関西本部 管理統括部 副部長 

 
 

ジュピターテレコムについて  http://www.jcom.co.jp/ 

株式会社ジュピターテレコム（本社：東京都千代田区）は、1995年に設立された国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給事業

統括運営会社です。ケーブルテレビ事業は、札幌、仙台、関東、関西、九州エリアの11社50局（2013年1月1日現在）を通じて約373

万世帯のお客さまにケーブルテレビ、高速インターネット接続、電話等のサービスを提供しています。ホームパス世帯（敷設工事が

済み、いつでも加入いただける世帯）は約1,386万世帯です。番組供給事業においては、17の専門チャンネルに出資及び運営を行

い、ケーブルテレビ、衛星放送、IPマルチキャスト放送等への番組供給を中心としたコンテンツ事業を統括しています。大阪証券取

引所ジャスダック市場に上場しています（コード番号: 4817）。     

※上記世帯数は2012年11月末現在の数字です。 


